
  

様式第２号の１－①【⑴ 実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の

１－②を用いること。  
学校名 京都文教大学 
設置者名 学校法人 京都文教学園 

 
 
１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜

間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 
教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 
共通

科目 

専門

科目 合計 

 
総合社会学部 

 
総合社会学科 

夜 ・

通信 

８ 

0 60 68 13  

臨床心理学部 
臨床心理学科 夜 ・

通信 0 
96 104 13  

教育福祉心理学科 夜 ・

通信 41 49 13  

こども教育学部 こども教育学科 夜 ・

通信 0 25 33 13  

（備考） 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 
https://drive.google.com/file/d/16jyUEJKWwNDlcoMJvxgRpPRjWeB-

eo5z/view?usp=sharing 

 

 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学部等 
学部等名 
（困難である理由） 

 

  



  

様式第２号の２－①【⑵ - ① 学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学

校法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用い

ること。 
 
学校名 京都文教大学 
設置者名 学校法人 京都文教学園 

 
 
１．理事（役員）名簿の公表方法 

https://www.kbu.ac.jp/work_report/pdf/director_list.pdf 

 
 
２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 担当する職務内容 
や期待する役割 

非常勤 (株)辻栄 代表取締役 2019.6.1 ～

2023.5.31 調整 

非常勤 全日本ﾊﾟﾄﾛｰﾙ警備保障

(株) 代表取締役社長 
2019.6.1 ～

2023.5.31 調整 

非常勤 京都文教短期大学  
名誉教授 

2019.4.1 ～

2023.3.31 教学・運営助言 

非常勤 
伊藤屋グループ CEO 

兼  伊藤屋株式会社  

代表取締役社長 

2019.6.1 ～

2023.5.31 調整 

非常勤 弁護士 
西村法律事務所 所長 

2019.6.1 ～

2023.5.31 コンプライアンス 

（備考） 

 

  



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 
 

学校名 京都文教大学 
設置者名 学校法人 京都文教学園 

 
 
○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 
授業担当者は「シラバスハンドブック」に従い、授業ごとのシラバスを作成し、毎

年 3 月中旬に全科目分を公表する。 
 学生は、「履修要項」及び、各入学年度・学科ごとの「カリキュラム表」に従い、

公表されたシラバスを参照しながら履修計画を立てる。 

授業計画書の公表方法 

● シラバス 
○ https://sites.google.com/po.kbu.ac.jp/kyotobu

nkyosyllabus/ 
● シラバスハンドブック（授業担当者向けシラバス作

成手引き） 
○ https://sites.google.com/po.kbu.ac.jp/kyotobu

nkyosyllabus/guideline 
● 履修要項・カリキュラム表 

○ https://sites.google.com/a/stu.kbu.ac.jp/kbu-
risyuyoko/ 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法によ

り、学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定

していること。 
（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 
授業担当者は授業ごとに「学期末試験」、「学期中の試験」、「平常点評価」それ

ぞれの方法とその評価の割合を定め、シラバスに記載し公表する。 
授業担当者はこれに従って試験やレポートを実施し、その評価を 100 点満点で大

学に報告する。 
ただし、今年度も昨年度同様、新型コロナウィルス感染拡大防止により春学期は

非対面授業の割合が多くなっているため、授業内での確認テスト、授業期間終了後

の対面型による理解度確認テスト、基幹システム「UNIVERSAL PASSPORT」での

レポート課題の実施なども奨励する。  
大学はその評価を「秀・優・良・可・不可」の 5 段階で学生に公開する。 

 なお、学則に定める授業科目の試験の評価のうち、「不可」評価についてはその

内容により、「不可」または「放棄」に分け、よりわかりやすく表現している。 
 
＜履修要項 2021 年度版 P. B-27 一部抜粋＞ 
本学の成績評価基準は下記のとおりです。成績は 100 点満点の 60 点以上を合格とし

ています。 
秀（Ｓ） 優（Ａ） 良（Ｂ） 可（Ｃ） 不可（Ｄ） 放棄（Ｇ） 
90 点以

上 
80～89

点 
70～79

点 
60～69

点 59 点以下 ※下記参照 
※「放棄」は履修登録をしたが授業に出席しなかった場合、出席日数が不足してい



  

た場合、定期試験を欠席した場合、課題レポートを提出しなかった場合など、科

目担当者より「授業を放棄した」とみなされた場合の評価です。「放棄」の場合 
   は再試験を申請することができません。 
※単位互換等で履修した科目には「認定」と記載されます。 
※秀・優・良・可の評価がついた科目の再履修（単位の取り直し）はできません

（不可、放棄については再履修が可能です）。 
 
＜履修要項 2021 年度版 P. B-17 一部抜粋＞ 
※2020年度入学生より、通算 GPA が 3.0以上のものは、各学期 26単位まで履修す

ることができます。 
＜その他参考情報＞ 
● シラバス 

https://sites.google.com/po.kbu.ac.jp/kyotobunkyosyllabus/ 
● 成績評価基準（履修要項 2021 年度版 P. B-27） 

https://drive.google.com/file/d/14BQz-9_Q9b9O3ixOC0yTN1XAVi8xtM6S/view 
 

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

大学は学生が修得した科目の単位と評価をもとに、学期ごと、および、通算の

GPA を算出し、各学生は自身の GPA を確認することができる。 
 同時に大学は、入学年度・学科ごとの修得単位数分布、及び GPA 分布を公表

する。 
＜履修要項 2021 年度版 P. B-27 一部抜粋＞ 
 GPA とは、修得した成績とその単位数から GP（グレードポイント）を算出

し、それを平均した値であり、成績全体の”質”を表すものです。同じ単位数を修

得していても、GPA が”4”に近い方がより成績の質が高いといえます。 
 
【GP（グレードポイント）】 

 

成績 
評価 

秀（Ｓ） 優（Ａ） 良（Ｂ） 可（Ｃ） 不可

（Ｄ） 放棄 
（Ｇ

） 

認定科目 
（Ｎ） 100～90

点 
89～80

点 
79～70

点 
69～60

点 59 点以下 

GP 4 3 2 1 0 0 算入しない 
 
【計算式】 
「秀」の単位数×4＋「優」の単位数×3＋「良」の単位数×2＋「可」の単位数×1 

総履修登録単位数（不可・放棄を含む） 
※小数点以下３桁目を四捨五入し、小数点第２位までを算出する。 

 
【計算例】 

科目名 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 
単位数 2 3 1 2 2 3 1 
成績 秀 優 良 可 不可 放棄 放棄 
GP 4 3 2 1 0 0 0 



  

 

 

客観的な指標の 
算出方法の公表方法 

● GPA 算定基準（履修要項 2021 年度版 P. B-27） 
https://drive.google.com/file/d/14BQz-
9_Q9b9O3ixOC0yTN1XAVi8xtM6S/view 
  

● 単位数 GPA 分布 
https://drive.google.com/open?id=0Bz3dfkx8OLEgdkZl
X1U2MlZpNXM  

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 
 
大学は学部学科ごとに卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）を定

め、Web ページ及びカリキュラム表冊子内で公表している。 
 
 卒業に必要な修得単位は、各入学年度・学科ごとのカリキュラム表をもって公

表・説明している。（各カリキュラム表内、「卒業の要件」） 
 
本学に 4 年以上在学し、所定の単位数を修得した者については、教授会の審議を経

て、学長が卒業を認定する。 
 
＜卒業認定・学位授与の方針＞ 
■ 総合社会学部 総合社会学科 
I．卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
 総合社会学科（以下、「本学科」という）では、社会科学を中心とする幅広い教

育研究を通して、複雑で多様化する現代社会の諸問題を総合的に理解する力、また

その解決に向けて探究・実践する力を身につけ、積極的に社会に働きかけて「とも

いき社会」の実現に貢献できる人材（＝「ともいき社会人」）を育成することを教

育目標としています。本学科では、上記の教育目標を達成するために必要とされる

所定の単位を修得し、下記の力を身につけた人に対して学位を授与します。 
 
1.常に自己を省察し向上しようとする意欲と、複雑で多様化する現代社会の様々な問

題や人間行動への強い関心をもち、その解明や解決に向けて主体的かつ継続的に努

力することができる。（自己対峙力＋社会への関心） 
2.社会科学を中心とする幅広い知識と技能をもち、現代社会の諸問題を総合的視点か

ら理解することができる。（汎用的知力／教養知） 



  

3.本学科に設置するコースの学びのうち、いずれかの分野に関する専門的知識と技能

をもち、それを現代社会の諸問題の発見や解決に役立てることができる。（汎用的

知力／専門知） 
4.地域や組織の一員として、世代や文化の異なる他者に対しても共感的態度と対話力

をもち、協働することができる。（現場実践力） 
 
■ 臨床心理学部 臨床心理学科 
I．卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
臨床心理学科（以下、「本学科」という）では、本学科の課程を修め、124 単位の単

位取得と必修等の条件を充たしたうえで、建学の理念である共生（ともいき）の態

度を身につけるとともに、臨床心理学の専門知識と技能を習得し、下記の能力と資

質を備えた人材を育成することを教育目標とし、下記の力を身につけた人に対して

学位を授与します。 
(1) 自律性（自律的で意欲的な態度） 
 社会生活を営むうえでの自らの課題を自覚し目標を設定することができ、その実

現のために自ら考え、自らを律しつつ意欲的に行動することができる能力。 
(2) 専門的知力と応用力 
 学士に相応しい教養知をもとに、臨床心理学の諸領域についての基本的知識を身

につけ、個別的こころと普遍的こころの多層性を理解するとともに、客観的データ

の意味を理解・説明・活用する能力。 
(3) 社会実践力（社会参与力） 
 心理職としての臨床場面のような専門領域に止まらず、あらゆる職場・社会組

織・地域社会など、社会の様々な場面において、臨床心理学の体系的知識と技能を

活用して社会の諸課題を理解・分析し、社会のニーズに応えるべく取り組む能力。 
(4) コミュニケーション力（人間関係構築力） 
 他者の立場に立って物事を考える共感的態度をもち、対話と意見交換を通して、

様々な立場の相違を克服し、協働して問題解決にあたる能力。 
 
 
■ 臨床心理学部 教育福祉心理学科 
I．卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
 教育福祉心理学科(以下、「本学科」という)では、教育や保育福祉分野に関連する

専門職の資質向上を目的として、京都文教大学が従来から実施してきた学部教育か

ら卒後教育の一貫した取り組みや、地域貢献についての実績に基づいて、小学校教

員や保育士の養成教育を実施します。そのため、本学の課程を修め、所定の単位修

得と必修等の条件を充たしたうえで、小学校教員や保育士として活躍できうる専門

的実践力と、子どもの人権と個別性や多様性を尊重する態度を身につけると共に、

子どもや保護者への相談支援と、教育や子育て支援に関わる地域貢献に尽力できる

知識や技術を修得した人材を育成することを教育目標とし、下記の力を身につけた

人に対して学位を授与します。                         
 
 
(1)専門職としての資質向上と地域貢献のために「学び続ける小学校教員や保育士」 
① 継続的な資質向上 
 子どもや保護者との関わり方についての相互研鑽と、地域社会における小学校教

員や保育士の役割を省察することにより、自己を客体化して専門的職業人としての

資質向上に継続的に取り組むことができる。 
② 地域貢献 
 教育や保育福祉の専門職に必要とされる専門的実践力とジェネラルな対人的スキ



  

ルを併せ持つ小学校教員や保育士として、住民、関係者や研究者らと協働して地域

社会(主として京都府南部地域)の教育や保育福祉についての課題解決に継続的に取り

組むことができる。 
(2)専門的実践力 
①  初等教育学・保育学に基づく専門的実践力 
 教育や保育福祉の現場において必要とされる教育学や保育学の体系的な知識や技

術に関する学修成果を活用して、小学校教員や保育士としての専門的実践力を発揮

できる。 
②  臨床心理学的素養に基づく専門的実践力 
 臨床心理学的支援方法についての知識や技術を活用して、子どもや保護者に対す

る相談支援に対応できる。 
(3) ジェネラルな対人的スキル 
①  主体性・自律性 
 小学校教員や保育士として、子どもの人権を尊重すると共に、共生社会を実現す

るという目標を持ち、教育や保育福祉の業務に主体性や自律性をもって取り組むこ

とができる。 
②  個別性や多様性の理解 
 子どもや保護者の背景や属性、価値や文化等の個別性や多様性を理解した関わり

や相談支援に対応できる。 
③  人間関係の構築 
教育や保育福祉の現場で円滑なコミュニケーションを図れ、相手の立場を尊重した

人間関係を構築することができる。 
④  問題解決 
 教育や子育て支援現場の個々の課題やニーズを普遍化し、様々な職種や地域資源

と連携して適切な解決方法を実施することができる。 
⑤  社会的参与 
 現在の教育や子育て支援に関する課題やニーズを踏まえて、子どもや保護者を取

り囲む差別や社会的排除の問題と、地域課題の解決に向けて社会資源の調整や開

発、運営に積極的に関わり、行動することができる。 
 
■ こども教育学部こども教育学科 
I．卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
 こども教育学科では、京都文教大学がめざす「ともいき（共生）力」を基盤に据

えながら、小学校教員・幼稚園教員・保育士の養成教育課程を通して、こどもの教

育・保育に携わるための専門的かつ総合的な知識・技術や実践力を持ち、「こども

の最善の利益」を第一に考え行動できる人材を育成します。 
 特に、現場での教育・保育実践を重視し、教育・保育者として「学び続ける」こ

とができ、個々のこどもやその家族背景などを理解して教育・援助を行うという

「臨床学的なこども教育」の視点を持つ、実践力のある人材を育成します。 
 具体的には、こどもの専門職である教育・保育者として、下記の力を発揮できる

ための知見と感性を身につけた人に対して学位を授与します。 
 
(1)教育・保育者として必要な資質・能力  
・教育・保育専門職の基盤となる使命感、倫理観、教育的愛情を有すること。 
・教科・領域内容の理解と授業・保育展開についての構想と評価能力を有するこ

と。 
・個と集団の育成と指導について計画、指導・支援、評価を行うことができるこ

と。 
(2) 「臨床学的なこども教育」の視点に基づく資質・能力   



  

・こどもの個性や多様性を深く理解し、こどもを取り巻く状況について多面的に把

握できること。 
・深いこども理解に根ざした公正的・受容的態度で、こどもを指導することができ

ること。 
・教育・保育者の立場から、保護者をはじめとする関係者に対する相談援助を行う

ことができること。 
(3) 教育・保育者として「学び続ける」ことのできる資質・能力   
・自己省察力と課題探究力をもって学問的知識や探究方法を学び続けることができ

ること。 
・チームや組織、地域社会の一員としての自覚を持ち、他者との適切な関係と協力

のもとに実践を継続して、教育・保育者としての資質・能力を高めることができる

こと。 
・教育・保育活動を通じて豊かな地域社会づくりに貢献できること。 
 

卒業の認定に関する 
方針の公表方法 

● 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html  

● 履修要項・カリキュラム表 
https://sites.google.com/a/stu.kbu.ac.jp/kbu-risyuyoko/  

 

  



  

様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の

４－②を用いること。 
学校名 京都文教大学 
設置者名 学校法人 京都文教学園 

 
 
１．財務諸表等 

財務諸表等 公表方法 
貸借対照表 https://www.kbu.ac.jp/work_report/pdf/r02/05/05_04.pdf 
収支計算書又は損益計算書 https://www.kbu.ac.jp/work_report/pdf/r02/05/05_03.pdf 

財産目録 https://www.kbu.ac.jp/work_report/pdf/r02/05/05_05.pdf 
事業報告書 https://www.kbu.ac.jp/work_report/pdf/r02/04/04_01.pdf 

監事による監査報告（書） https://www.kbu.ac.jp/work_report/pdf/r02/audit01.pdf 
 

 

２．事業計画（任意記載事項） 
単年度計画（名称：令和 3 年度事業計画    対象年度：令和３年度 ） 

公表方法：https://www.kbu.ac.jp/work_report/pdf/r02/02/02_01.pdf 
中長期計画（名称：学校法人京都文教学園中長期経営改善計画 
         対象年度：平成３０年度～令和４年度 ） 

公表方法：https://www.kbu.ac.jp/work_report/pdf/h28/improvement.pdf 

 

 

３．教育活動に係る情報 
（１）自己点検・評価の結果 

公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/inspect.html 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 
公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/inspect.html 

 
  



  

（３）学校教育法施行規則第 172 条の２第 1 項に掲げる情報の概要 
 

① 教育研究上の目的、卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に

関する方針、入学者の受入れに関する方針の概要 
学部等名 総合社会学部 総合社会学科 
教育研究上の目的 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/pub_info/univ/univ1_1.html） 
（概要） 
総合社会学科は、社会科学を基盤として、現代の社会現象全般について情報を収集し、分

析し、行動に移すための学識及び知性を涵養し、グローバル化する現代社会の総合的理解

を具え、よりよい社会の構築に貢献できる人材を養成することを目的とする。 
卒業の認定に関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 
（概要） 
総合社会学科（以下、「本学科」という）では、社会科学を中心とする幅広い教育研究を

通して、複雑で多様化する現代社会の諸問題を総合的に理解する力、またその解決に向け

て探究・実践する力を身につけ、積極的に社会に働きかけて「ともいき社会」の実現に貢

献できる人材（＝「ともいき社会人」）を育成することを教育目標としています。本学科

では、上記の教育目標を達成するために必要とされる所定の単位を修得し、下記の力を身

につけた人に対して学位を授与します。 
 
1. 常に自己を省察し向上しようとする意欲と、複雑で多様化する現代社会の様々な問題や

人間行動への強い関心をもち、その解明や解決に向けて主体的かつ継続的に努力すること

ができる。（自己対峙力＋社会への関心） 
2. 社会科学を中心とする幅広い知識と技能をもち、現代社会の諸問題を総合的視点から理

解することができる。（汎用的知力／教養知） 
3. 本学科に設置するコースの学びのうち、いずれかの分野に関する専門的知識と技能をも

ち、それを現代社会の諸問題の発見や解決に役立てることができる。（汎用的知力／専門

知） 
4. 地域や組織の一員として、世代や文化の異なる他者に対しても共感的態度と対話力をも

ち、協働することができる。（現場実践力） 
教育課程の編成及び実施に関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 



  

（概要） 
本学科では、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げた目標を達成す

るために、以下のような教育課程、教育方法、教育評価の方針に基づいて教育を行いま

す。 
 
(1)教育課程の編成 
 
1. 複雑で多様化する現代社会の諸問題に対応するため、本学科に、経済・経営、メディ

ア・社会心理、公共政策、観光・地域デザイン、国際文化という５つのコースを設置す

る。 
2. 社会科学の基礎を幅広く学んだ後、所属するコースの履修モデルに沿って、専門性の高

い科目を段階的に学べるよう、科目を配置する。 
3. 所属するコースの履修モデル以外の科目も履修できる自由度を設ける。それにより、複

数分野を組み合わせた学び方も可能となり、自分が取り組もうとする研究対象に多彩な視

点からアプローチできる。 
4. 問題発見や問題解決に向けた調査・分析力、またコミュニケーション力や情報発信・表

現力などを養うため、少人数クラスによる演習・実習等の実践的な科目を設定する。 
5. 上記の教育課程を通して身につけた種々の力を実際の社会で活用できるよう、資格取得

を含めた就業力育成のための科目および履修プログラムを設置する。 
 
(2)教育方法 
 
1. ゼミ教育を重視し、１年次から４年次まで、すべてのセメスターでゼミ形式の授業を設

定する。ゼミにおける教育指導の方針は以下①～③による。 
① １年次はコースごとにゼミを編成し、コースの学びに沿った基礎的なテキストを使用し

て、汎用的なラーニングスキルやリサーチスキルを涵養する。 
② ２年次からは学生が自らの興味関心に応じて、多彩なテーマで開講されているゼミの中

から選択できるようにする。その際、本学科の多様性や学際性を活かすため、ゼミ選択を

所属コースにより制限することはないが、ミスマッチを防ぐため、あらかじめ各コースの

学びと各ゼミの研究テーマとの関連度を示し、ゼミ選択における目安を提供する。 
③ ゼミ担当教員は、ゼミ学生の履修指導や就職支援など、担任として種々の面からサポー

トする。 
2. ゼミ以外にも、少人数クラスによる演習・実習等の実践的な授業を多数用意し、現場体

験によって得られる学びを重視する。 
3. 講義形式の授業においても、学生との意見交換、グループワーク、コミュニケーション

ペーパー、等々、できる限り双方向型の方法を取り入れ、学生の主体的かつ能動的な学び

を引き出す工夫を行う。 
(3)教育評価 
 
学生レベルの評価は、各科目のシラバスに定める到達目標の達成度、本学科で定める学修

ベンチマークの達成度、および卒業論文の成果等によって行う。その際、学期ごとの履修

状況や学修成果を担任教員がチェックする体制を整え、各時期に応じた適切な指導を行

う。 
学科レベルの評価は、学科の全学生についての単位修得状況や学修ベンチマークの達成状

況などを、継時的・統計的に把握することによって行う。 
なお、教育評価に際しては、客観的な評価方法を確立するために効果的なツール（ルーブ

リックなど）を積極的に取り入れる。また、学生自身による学修成果のふりかえりや担任

教員による学修成果の把握に活用できるツール（ラーニング・ポートフォリオなど）を積

極的に取り入れる。 
入学者の受入れに関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 



  

（概要） 
総合社会学科では、絶えず変化する社会の諸問題を「発見」「分析」「考察」し、その解

決策を「提言」「発信」する力を身に付けるとともに、専門知と応用力を社会の中で実

践・活用することによって、「ともいき」の実現に貢献できる人材の育成を目的としてい

ます。 
本学科での学修においては、「自己と他者がともに幸せを感じられる社会」（ともいき）

の実現に向けて、多様な生き方や価値観を多面的に見つめる思考力・想像力と、答えの用

意されていない問いに満ちた世界へ力強く進んでいく意欲・姿勢を持つとともに、以下の

ような学習経験が求められます。 
 
１．高等学校卒業程度の教科学習の知識を正しく有していること。 
 
(1) 本学科の学修では、多様な考え方や生き方を受け止める態度と、客観的に理解する能

力を磨き上げていきます。「いま」「ここ」にある知識や常識だけで物事を理解するので

はなく、自分とは異なる他者の考え方や価値観を受け止め、理解することが大切になりま

す。 
そのため、高等学校までの学習において、自分の見識を広げるために、どの教科において

も広く知識を獲得しようとした経験を重視します。大学入試に使われやすい教科・科目に

限らず、教科学習全般に取り組む自己学習能力が望まれます。 
(2) 本学科の学修では、地理・歴史や政治・経済などの多様な視点から社会的事象を解釈

するため、高等学校での「地理歴史」「公民」などの学習を通じて、社会に関する正確な

基礎知識を有していることが望まれます。また、経済統計や心理統計の手法による調査デ

ータの整理・分析・考察を行うため、高等学校での「数学Ⅰ」、「数学 A」などの学習を

通じた数学の基礎知識や、「情報」の学習で身に付けた基礎的な技能が、学修の大きな助

けになります。 
これらの教科に自信がない場合であっても、苦手意識を克服しようとする意欲や、入学後

も学修を継続しようとする姿勢を評価します。 
２．「言語活動」での学習経験を活用できること。 
 
本学科では、複雑で多様化する社会の諸問題の背景を整理し、自分なりの仮説を立て、そ

れを検証するための調査を計画・実行し、その結果を分析・考察することによってそれら

の本質を解きほぐし、解決策を提言、発信するプロセスを繰り返し学びます。 
その学びの基礎となるのは、複眼的・総合的な視点や、物事を多角的に思考する能力、自

らの考えを効果的に表現し、他者に説得的に伝える力です。 
そのため、高等学校での「言語活動」に関する学習成果を重視します。「言語活動」は

「国語」や「英語（外国語）」などの教科が大きな役割を持ちますが、物事を考察した

り、情報の収集や選択をしたり、感受性や表現を磨いたりする機会は様々な教科・科目を

通じて設けられています。これらの学習機会に積極的に取り組み、その経験や成果を説明

できることが求められます。 
 
３．「部活動」「委員会活動」および「総合的な学習の時間」等の探究型学習での経験を

説明できること。 
 
本学科の学修では、多様な生き方や価値観を持つ人々との学び合いを通じて、摩擦や葛藤

を受け入れながら、新たな価値を創造していく主体性や協働性を重視します。例えば、国

内外でのフィールドワークや、企業や自治体の課題解決にチームで取り組む実習などを通

して、世代や背景の異なる他者との学び合いを体験します。 
そのため、高校までの取り組みにおいて、多様な人たちと交流する機会を自ら持ち、とも

に課題の解明・解決に向けて取り組んだ経験や、よりよい人間関係を見つけ出した体験を

重視します。高等学校までの学習においては、「部活動」「委員会活動」や「総合的な学

習の時間」等の探究型学習などを通じて、グループやチームの仲間と知恵や工夫を出し合

いながら、課題の解明・解決に導いた経験やその成果物、あるいは、新たな課題を発見し



  

た経験を重視します。 

 
 
学部等名 臨床心理学部 臨床心理学科 
教育研究上の目的 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/pub_info/univ/univ1_1.html） 
（概要） 
臨床心理学科は、臨床心理学的教養を生かしてさまざまな領域で活躍できる人材を養成す

ることに教育の焦点をあてる。とりわけ、臨床心理学的な教養に裏打ちされた豊かなコミ

ュニケーションの力の育成を重視し、多様な領域で活躍できる人材を育てていくことを目

的とする。 
卒業の認定に関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 
（概要） 
臨床心理学科（以下、「本学科」という）では、本学科の課程を修め、124 単位の単位取

得と必修等の条件を充たしたうえで、建学の理念である共生（ともいき）の態度を身につ

けるとともに、臨床心理学の専門知識と技能を習得し、下記の能力と資質を備えた人材を

育成することを教育目標とし、下記の力を身につけた人に対して学位を授与します。 
 
(1) 自律性（自律的で意欲的な態度） 
社会生活を営むうえでの自らの課題を自覚し目標を設定することができ、その実現のため

に自ら考え、自らを律しつつ意欲的に行動することができる能力。 
(2) 専門的知力と応用力 
学士に相応しい教養知をもとに、臨床心理学の諸領域についての基本的知識を身につけ、

個別的こころと普遍的こころの多層性を理解するとともに、客観的データの意味を理解・

説明・活用する能力。 
(3) 社会実践力（社会参与力） 
心理職としての臨床場面のような専門領域に止まらず、あらゆる職場・社会組織・地域社

会など、社会の様々な場面において、臨床心理学の体系的知識と技能を活用して社会の諸

課題を理解・分析し、社会のニーズに応えるべく取り組む能力。 
(4) コミュニケーション力（人間関係構築力） 
他者の立場に立って物事を考える共感的態度をもち、対話と意見交換を通して、様々な立

場の相違を克服し、協働して問題解決にあたる能力。 
教育課程の編成及び実施に関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 



  

（概要） 
本学科では、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ ポリシー）に掲げた目標を達成

するために、共通教育科目、専門教育科目を体系的に編成し、講義、演習、実習を適切に

組み合わせて開講します。カリキュラム体系を示すために、科目間の関連や科目内容の難

易度を表現する番号をふるナンバリングを行い、カリキュラム構造を明示します。教育内

容・方法・評価については次のように方針を定めます。 
 
(1)教育内容 
 
① 全学共通科目を通して幅広い教養と学習スキルを習得し、大学教育への適応を図るとと

もに、臨床心理学に対する興味と理解を深め、体系的に学ぶための基礎能力と態度を獲得

し、社会に進出してから「ともいき人材」として活躍できる基礎となる教養教育を行いま

す。 
② 学びにおける主体性と自律性を重視し、1 年次から 4 年次までの全学期に演習を必修科

目として配当し、その担当教員が学習面と生活面で助言を行うアドバイザーとして指導に

あたります。 
③ 専門科目は講義科目、演習科目、実践演習科目の形式で 1 年次から 4 年次まで重層的に

配当し、こころの深層・力動・多様性と普遍性及び、行動のメカニズムについて重点的に

学修し、専門的実践力を高め臨床心理学の根幹となる知的・体験的教育を行います。 
④ 心理査定・実験・統計・研究法関連科目を通して、客観的かつ実証的検証方法と分析方

法を学修し、心理専門職としての基礎的素養と研究能力を身につけるとともに、心理職以

外の社会活動でも活用できる実践的能力を身につけることを目標にした教育を行います。 
⑤ 1 年次からキャリア関連科目を配当し、臨床心理専門職以外の領域への社会進出に備え

現場実践力を高める教育を行うとともに、資格関連科目を配当し、臨床心理学隣接領域の

専門職資格取得を目標に学修します。 
(2)教育方法 
 
① 学びにおける主体性と自律性を高め、自発的な学修を督励するために、全学共通科目の

みならず専門科目においてもアクティブラーニングを取り入れた教育を実施します。 
② 専門科目においても、学びの達成度のフィードバックを積極的に行い、学生自身が自ら

の学びの主体となるよう努力します。 
③ 多岐にわたる臨床心理学専門科目群の中から、2 年次からは自らの適正と興味を発見

し、自らの学修モデルを定め、アドバイザー教員との面談を通して適宜修正しながら、卒

業まで計画的に学修できるよう努力します。 
(3)教育評価 
 
① ４年間の総合的学修成果の評価は、卒業論文の作成を義務づけ、複数の教員によって評

価することによって行います。 
② 科目別の評価は、当該科目のシラバスに定める到達目標の達成度と、その他適切な方法

で行います。学生個人の総合評価は、これらの評価に卒業論文の評価を含め総合的に行い

ます。 
③ 学修成果の評価に際しては、ラーニング・ポートフォリオやルーブリックなど最新の効

果的な方法を積極的に取り入れ、客観的な評価に努めるとともに、学生が自らの学習成果

を確認しながら学習を計画・管理できるように工夫しながら行います。 
入学者の受入れに関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 



  

（概要） 
臨床心理学科は、自律的で意欲的な態度・他者の気持ちに共感する力・コミュニケーショ

ン能力を基盤に、身に付けた専門知と応用力を諸課題に対して実践・活用することによっ

て、「自己と他者がともに幸せを感じられる社会」（ともいき）の実現に貢献できる人材

の育成を目的としています。 
本学科での学修においては、さまざまな領域での「ともいき」の実現に向けて、人とここ

ろに対する健全な関心と、自己を知り他者と関わろうとする意欲・態度を持つとともに、

以下のような学習経験が求められます。 
 
１．高等学校卒業程度の教科学習の知識を正しく有していること。 
 
(1) 臨床心理学の学修では、多様な考え方や生き方を受け止める態度と、客観的に理解す

る能力を磨き上げていきます。自分が知っていることだけで物事を理解するのではなく、

聞いたこともないような未知の物事や考え方を受け止め、理解することが大切になりま

す。 
そのため、高等学校までの学習において、自分の見識を広げるために、どの教科において

も広く知識を獲得しようとした経験を重視します。大学受験に使われやすい教科・科目に

限らず、教科学習全般に取り組むことが望まれます。 
(2) 本学科では、様々な講義・演習で人のこころを学ぶため、高等学校での「国語」や

「英語（外国語）」などの学習を通して、基礎的な読解力や語彙力、文章構成力を身に付

けていることが求められます。 
また、心理統計の手法による実験・実習を行うため、高等学校での「数学Ⅰ」、「数学

A」などの学習を通して、数学の基礎的な知識を身に付けていることが望まれます。加え

て、心理学の基礎として人体についての理解を深めるため、「生物」や「保健」の基礎的

な理解があることが、学修の大きな助けになります。 
これらの教科に自信がない場合であっても、苦手意識を克服しようとする意欲や、入学後

も学修を継続しようとする姿勢を評価します。 
2．言語／非言語活動を通した学習経験を活用できること。 
 
本学科では、実際に見たり触れたりできるものだけでなく、人のこころのありようを理解

し、考察し、意見交換を通して学修を進めます。その学びの基礎となるのは、物事を客観

的に理解し、自ら考え、判断し、表現する力です。 
そのため、言語／非言語両面に関する学習成果を重視します。高等学校での学習において

は、「国語」や「英語（外国語）」などの学習を通して、物事を考察し、情報の収集や選

択をする力が身に付いていることが望まれます。また、「美術」や「音楽」などの芸術活

動で磨かれた感受性や表現力、「体育」などの身体活動を通して身に付けた判断力や伝達

力が、学修の大きな助けになります。これらの学習機会に積極的に取り組み、その経験や

成果を説明できることが求められます。 
 
３．多様な人々との交流の中で、ともに課題に取り組み、解決に向けて尽力した経験につ

いて説明できること。 
 
心理学の中でも「臨床」に重点を置く本学科の学修では、個人の”物語”に心を寄せ、向か

い合うことを重視します。その基礎となるのは、心の多様性や揺らぎに寄り添う「傾聴」

の姿勢と「共感」的態度です。 
そのため、多様な人々と交流する機会を自ら持ち、ともに課題に取り組み・解決に向けて

尽力した経験を重視します。高等学校までの学習においては「部活動」「委員会」や、

「総合的な学習の時間」等の探究型学習、「体育祭」「文化祭」「合唱コンクール」など

を通して、グループやチームの仲間と知恵や工夫を出し合いながら、ともに課題を解明

し、解決に向けて取り組んだ経験を重視します。また、ボランティア活動や職業体験など

の活動において、様々なライフステージにある多様な人々と出会い、交流した中で得られ

た学びについても重視します。 



  

学部等名 臨床心理学部 教育福祉心理学科 
教育研究上の目的 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/pub_info/univ/univ1_1.html） 
（概要） 
教育福祉心理学科は、臨床心理学的素養を基盤として、教育や福祉の領域で活躍できる実

践力のある専門職として小学校教員、保育士を主に育成することに教育の焦点をあてる。

小学校教員養成コースでは、臨床心理学を基盤とした生涯発達的視点を生かして心理社会

的な観点からの児童支援を行うことのできる小学校教員を養成することを目的とする。保

育福祉心理コースでは、臨床心理学的な教養を生かし、保育や地域福祉の問題に対応でき

る援助専門職として、保育士を養成することを目的とする。 
卒業の認定に関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 



  

（概要） 
教育福祉心理学科(以下、「本学科」という)では、教育や保育福祉分野に関連する専門職

の資質向上を目的として、京都文教大学が従来から実施してきた学部教育から卒後教育の

一貫した取り組みや、地域貢献についての実績に基づいて、小学校教員や保育士の養成教

育を実施します。そのため、本学の課程を修め、所定の単位修得と必修等の条件を充たし

たうえで、小学校教員や保育士として活躍できうる専門的実践力と、子どもの人権と個別

性や多様性を尊重する態度を身につけると共に、子どもや保護者への相談支援と、教育や

子育て支援に関わる地域貢献に尽力できる知識や技術を修得した人材を育成することを教

育目標とし、下記の力を身につけた人に対して学位を授与します。 
 
(1)専門職としての資質向上と地域貢献のために「学び続ける小学校教員や保育士」 
 
① 継続的な資質向上 
子どもや保護者との関わり方についての相互研鑽と、地域社会における小学校教員や保育

士の役割を省察することにより、自己を客体化して専門的職業人としての資質向上に継続

的に取り組むことができる。 
② 地域貢献 
教育や保育福祉の専門職に必要とされる専門的実践力とジェネラルな対人的スキルを併せ

持つ小学校教員や保育士として、住民、関係者や研究者らと協働して地域社会(主として

京都府南部地域)の教育や保育福祉についての課題解決に継続的に取り組むことができ

る。 
(2)専門的実践力 
 
① 初等教育学・保育学に基づく専門的実践力 
教育や保育福祉の現場において必要とされる教育学や保育学の体系的な知識や技術に関す

る学修成果を活用して、小学校教員や保育士としての専門的実践力を発揮できる。 
② 臨床心理学的素養に基づく専門的実践力 
臨床心理学的支援方法についての知識や技術を活用して、子どもや保護者に対する相談支

援に対応できる。 
(3)ジェネラルな対人的スキル 
 
① 主体性・自律性 
小学校教員や保育士として、子どもの人権を尊重すると共に、共生社会を実現するという

目標を持ち、教育や保育福祉の業務に主体性や自律性をもって取り組むことができる。 
② 個別性や多様性の理解 
子どもや保護者の背景や属性、価値や文化等の個別性や多様性を理解した関わりや相談支

援に対応できる。 
③ 人間関係の構築 
教育や保育福祉の現場で円滑なコミュニケーションを図れ、相手の立場を尊重した人間関

係を構築することができる。 
④ 問題解決 
教育や子育て支援現場の個々の課題やニーズを普遍化し、様々な職種や地域資源と連携し

て適切な解決方法を実施することができる。 
⑤ 社会的参与 
現在の教育や子育て支援に関する課題やニーズを踏まえて、子どもや保護者を取り囲む差

別や社会的排除の問題と、地域課題の解決に向けて社会資源の調整や開発、運営に積極的

に関わり、行動することができる。 
教育課程の編成及び実施に関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 



  

（概要） 
本学科では、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ ポリシー）に掲げた目標を達成

するために、次のような教育内容と方法を取り入れた授業を実施し、教育評価を行いま

す。 
 
(1) 小学校教員や保育士の資質向上と地域貢献を目指した大学の取り組みに参画すること

をとおして、専門的実践力とジェネラルな対人的スキルを併せ持つ「学び続ける小学校教

員や保育士」の職業人像を形成します。 
(2) 其々の資格に関する幅広い知識を身につけるための「初等教育科目群」「保育科目

群」と、現場とのつながりを重視したインターンシップや演習を、初年次から 4 年次にか

けて体系的に設置することをとおして、小学校教員や保育士に必要とされる専門的実践力

を身につけていきます。 
(3) 教育や保育福祉に関わる基本的な理念を身につけて主体性や自律性をもって業務に携

わることができると同時に、現場に関わる様々な人達の個別性や多様性を理解し、人間関

係の構築がスムーズに行え、教育現場や子育て支援現場の問題解決や、地域社会の教育や

保育福祉の問題への社会的参与をとおして継続的な資質向上に取り組めるように少人数の

演習ゼミを設置しています。以上は取得をめざす資格の如何を問わず、専門職に必要とさ

れるジェネラルな対人的スキルと、その分野の知識や技術や方法に裏打ちされた専門的実

践力の両面を含みます。 
(4) ジェネラルな対人的なスキルの習得については主に「初年次演習」「基礎演習」「コ

ミュニケーションスキル演習」の少人数の演習の履修をとおして、初等教育学や保育福祉

の領域で必要とされる専門的実践力の習得については主に「基幹演習科目群」の少人数ゼ

ミの体系的な設置をとおして身につけるようにしています。また、心理学に関連した「実

験・実習科目」や、専門コミュニケーション科目群の中に「臨床心理学実践演習」を設置

すると共に、各資格と関係が深い「心理学」や「臨床心理学」の科目の設置をとおして、

教育や保育福祉の現場に役立つ臨床心理学的素養や支援方法を身につけるようにしていま

す。 
(5) すべての科目群において、主体的な学びの力を高めるために、アクティブラーニング

を取り入れた教育方法を取り入れ、教室外学修の課題を課す時期と課題の整合性･連続性

や実践の振り返りや評価を重視しています。 
(6) 資格取得に必要な専門的知識の能力確認のために外部テストの受験、自己学習の推進

や結果の継続的なモニタリングを行います。さらに採用試験対策のための時間を開設し、

１年次から段階を追ったプログラムを実施します。 
(7) 目標・記録・評価の総合的ツールである ポートフォリオの目標・記録・評価ツールを

4 年間かけて作成し、自己の学修成果と学生生活を自分自身で管理し、「ふりかえり」を

行います。さらに、各学期末に学修ベンチマークの達成度について学生による自己評価と

教員評価を行い、担当教員との面談をとおした「ふりかえり」を行います。４年間の学修

成果は卒業研究(必修)によって行い、複数教員によって評価ルーブリックを活用し総括的

評価を行います。以下は其々の科目群の説明です。 
① 初等教育科目群・保育科目群 
入学時から小学校教員養成コースは小学校教員免許を取得するための初等教育科目群、保

育福祉心理コースは保育士免許を取得するための保育科目群という必修の科目群に分かれ

た 4 年間の学びの中心となる教育課程を設置しています。以上の教育課程では、資格取得

に必修とされる知識・技術を習得するための科目群が初年次から 4 年次にかけて体系性、

順序性を考えて配置されています。また、専門的実践力を高めるために、小学校教員養成

コースでは初年次から 4 年次まで現場とのつながりを重視した体系的なインターンシップ

を実施し、保育福祉心理コースでは少人数制のゼミや演習を中心とした保育現場との交流

を体系的に実施しています。 
② 教育福祉心理学基幹科目群・基幹演習科目群 
４年間の学びの中で、中心の柱となる科目群です。本学科の特徴である教育や保育福祉分

野全体を見渡すための「教育福祉心理学概論」の他、小学校教員養成コースにおいては各



  

学年の学びの中心となる初等教育学が、保育福祉心理コースでは保育福祉領域で必要とさ

れる保育学や心理学の演習科目が設置されており、少人数のクラスで学んでいきます。ま

た、すべての科目郡との関連や、小学校教員や保育士の資質向上と地域貢献に関わる大学

の取り組みとの関連を重視した現場実践主義教育とアクティブラーニングを導入します。 
③ 専門科目群（心理学科目） 
心理学の諸領域全体にまたがる科目が設置されています。さらに、研究法に関する科目

（心理統計学・心理学研究測定法の講義科目、心理学実験・研究法・査定の実験科目）が

設置されており、教育や保育福祉現場において心理学的に人間を理解するための基礎的な

方法論を学びます。 
④ 専門科目群（臨床心理学科目） 
心理学的な人間への関わりについての学問である「臨床心理学」の講義科目が設置されて

います。取得をめざす資格との関連が濃厚な科目から、広く深く人間を理解していくため

の科目まで、様々な科目が設置されています。 
⑤ 専門コミュニケーション科目群 
心理学的な対人援助の中核である心理療法やカウンセリングにおける諸技法について体験

的に学ぶ「臨床心理学実践演習」が設置されています。卒業必須ではありませんが、臨床

心理学的支援方法に対する関心・理解を深めるためには重要な科目群です。 
入学者の受入れに関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 
（概要） 
(1)求められる人材 
本学科は、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ ポリシー）及び教育課程編成の方

針（カリキュラム・ ポリシー）に定める教育を受けるために必要な、次に掲げる知識・

技術や能力、目的意識・意欲を備えた人を求めます。 
このような入学者を適正に選抜するために、多様な選抜方法を実施します。 
① 高等学校の教育課程(高等学校相当を含む)を幅広く修得している。 
②教育、保育福祉領域の専門性の高い仕事に就く意欲がある。具体的には別表に挙げるよ

うな人を求めます。 
③教育や保育福祉の専門的な知識・技術を学修するための基盤となる以下のような基礎的

能力を身につけている。 
ア）日本語運用力（文章読解力）や表現力（課題に応じた内容をまとめる力、文章を読ん

でまとめる力他）を身につけている。 
イ）情報をもとにして、筋道を立てて考え、その結果を説明することができる。 
ウ）他の人達と協働して活動や学習をすることに進んで参加できる。また、グループワー

ク等で、他の人と協力しながら課題をやり遂げることができる。 
 
【別表】 

1．小学校教員養成コース 

① 小学校教員になることをめざし、教育に関する学びを通して社会貢献しようとする

人 

② 大学での学びと教育現場での学びを深め、現場実践力のある教員をめざす人 

③ 学校や家庭・地域の課題に関心をもち、小学校教員の立場からその課題を解決しよ

うとする熱意のある人 

④ 臨床心理学的支援の素養を身につけ、こころの問題に対応できる小学校教員をめざ

す人 



  

2．保育福祉心理コース 

① 臨床心理学的素養を身につけ、児童福祉施設等で活躍できる保育士をめざす人 

② こころのケアができる保育士をめざす人 

③ 子どもとその家族に対する支援や、子育て支援についての知識や技術を生かせる職

業に従事したい人 

④ 障害や病がある子どもとその家族に対する支援方法についての知識や技術を生かせ

る職業に従事したい人 

⑤ 保育士資格を取得したうえで大学院に進学して臨床心理士をめざす人 

 
(2)入学者選抜方法 
 上記「求められる人材」で挙げた能力や資質、意欲の其々に対する評価を組み合わせた

入試課題を実施する。詳細については入試要項に別途定める。 
 
 

 
 
学部等名 こども教育学部 こども教育学科 
教育研究上の目的 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/pub_info/univ/univ1_1.html） 
（概要） 
こども教育学科は、小学校教員、幼稚園教員、保育士として、保護者や地域の期待に充分

に応えることができる、教育・保育専門職としての必要不可欠な資質・能力を身につけた

人材の養成を目的とする。とりわけ、教育・保育の専門的職業人としての知識・技能を習

得し、使命感や責任感、倫理観、教育的愛情や意欲を育み、教育・保育の場で充分な実践

的指導力を発揮でき、地域に貢献できる資質・能力を育成する。 
卒業の認定に関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 
（概要） 
こども教育学科では、京都文教大学がめざす「ともいき（共生）力」を基盤に据えなが

ら、小学校教員・幼稚園教員・保育士の養成教育課程を通して、こどもの教育・保育に携

わるための専門的かつ総合的な知識・技術や実践力を持ち、「こどもの最善の利益」を第

一に考え行動できる人材を育成します。 
特に、現場での教育・保育実践を重視し、教育・保育者として「学び続ける」ことがで

き、個々のこどもやその家族背景などを理解して教育・援助を行うという「臨床学的なこ

ども教育」の視点を持つ、実践力のある人材を育成します。 
具体的には、こどもの専門職である教育・保育者として、下記の力を発揮できるための知

見と感性を身につけた人に対して学位を授与します。 
 
(1) 教育・保育者として必要な資質・能力 
 
・教育・保育専門職の基盤となる使命感、倫理観、教育的愛情を有すること。 
・教科・領域内容の理解と授業・保育展開についての構想と評価能力を有すること。 
・個と集団の育成と指導について計画、指導・支援、評価を行うことができること。 
(2)「臨床学的なこども教育」の視点に基づく資質・能力   
 



  

・こどもの個性や多様性を深く理解し、こどもを取り巻く状況について多面的に把握でき

ること。 
・深いこども理解に根ざした公正的・受容的態度で、こどもを指導することができるこ

と。 
・教育・保育者の立場から、保護者をはじめとする関係者に対する相談援助を行うことが

できること。 
(3) 教育・保育者として「学び続ける」ことのできる資質・能力 
 
・自己省察力と課題探究力をもって学問的知識や探究方法を学び続けることができるこ

と。 
・チームや組織、地域社会の一員としての自覚を持ち、他者との適切な関係と協力のもと

に実践を継続して、教育・保育者としての資質・能力を高めることができること。 
・教育・保育活動を通じて豊かな地域社会づくりに貢献できること。 
 
教育課程の編成及び実施に関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 
（概要） 
本学科では、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げた目標を達成す

るために、以下のような教育課程、教育方法、教育評価の方針に基づいて教育を行いま

す。 
 
(1)教育課程の編成 
 
1. 確かな学力を身につけさせ、個々の子どもを理解し支援できる実力ある教師・保育者を

養成するために、本学科に小学校教育コース、幼児教育コースの２つの履修コースを設置

する。 
2. 実力ある教師・保育者を目指して「学び続ける姿勢」を身につけるために、各年次に配

置されているゼミ科目体系と、同じく各年次に配置されているインターンシップ・各種実

習などの科目体系を、教育課程の中核に据える。 
3. 実力ある教師・保育者を養成するために、各免許・資格課程で定められている講義科目

と演習科目（実技科目を含む）を学修段階に沿って各年次に配置し、2.で示した「ゼミ及

び各種インターンシップ・実習」と連動させた形で教育課程を構築する。 
4. 個々の子どもや家族を理解し支援できる教師・保育者を養成するために、子ども理解・

支援に関する科目を、学修段階に沿って各年次に配置する。2. 3.の科目群に対して相互補

完的に学修出来るように、それらと連動した教育課程体系を構築する。 
5. 4.で養成する資質・能力を更に高めるために、本学科独自の専門科目群として、教育隣

接領域の幅広い専門知見から、教師・保育者が必要とする内容を選りすぐった「発展科目

群」を設定し、卒業必修単位として高年次を中心に教育課程の中に位置づける。更に、臨

床心理学科に設置されている臨床心理学専門科目など、本学他学科科目・単位互換科目な

どの履修を通じて、知見を広げることを推奨する。 
6. 将来の現場実践に資するために、器楽・造形・体育・遊びなどの技能修得科目を選択科

目として設定し、少人数体制で学修する。 
(2)教育方法 
 
1. 教育実践現場や、実際の子ども達からの学びを深めるために、大学と教育現場を往来し

て学ぶ「現場往還教育」を重視し、4 年間を通して現場から学修する機会を設定する。ま

た、担当教員と現場実践経験が豊富な教職サポートセンター職員との緊密な連携による、

「現場実践教育」を展開する。 
2. 資格取得に必要な各講義科目・演習科目の全てにおいて、必要とされる教育学・保育学

の専門知見の修得による学力の形成と、それらの専門知見が個々の子ども理解・支援にど

のように役立つのかを学ぶという、ディプロマ・ポリシーに定めた「二方向の学修意図」



  

が総合的に達成されるように、設定される全専門科目のシラバス構築や授業展開の際に考

慮する。 
3. ゼミ教育を重視し、１年次から４年次まで、すべてのセメスターで少人数ゼミ形式の授

業を設定する。ゼミ担当教員は、ゼミ学生の履修指導や就職支援など、担任として種々の

面からサポートする。 
4. 多様な教育実践力を主体的に身につけるために、アクティブラーニングを積極的に導入

する。また教育・保育・福祉ボランティアなどの課外活動への参加を積極的に推奨し、教

職員がサポートする。 
5. ４年間をとおして開設されている、インターンシップ・各種現場実習などの運営や履修

などについては、免許・資格課程委員会において随時マネジメントし、実習実施体制の確

保、実習機関との調整、各学生の履修指導などを行う。 
6. 先輩から後輩への体験の伝承を重視し、学生のキャリア形成に資するために、実習報告

会、卒論発表会、卒業生との交流会などを開催する。 
(3)教育評価 
 
1. 学生レベルの評価は、各科目のシラバスに定める到達目標の達成度、教職・保育職履修

カルテ評価項目、ディプロマ・ポリシー記載事項に対する到達度、および卒業論文の成果

等によって行う。評価は基本的に学期毎に行う学生による自己評価と教員によるチェック

の双方向評価体制によって行い、各時期に応じた適切な指導を行う。 
2. 学科レベルの評価は、別途定めるカリキュラム・アセスメント・ポリシーにより行う。

具体的には、ディプロマ・ポリシー記載項目への到達を最終目標とし、カリキュラムマッ

プ及びカリキュラムチェックリストを評価尺度としながら、学科全学生の単位修得状況、

及び 1.に示した各評価項目の学科全体の動向などについて、継時的・統計的に把握するこ

とによって行う。 
3. 教育評価に際しては、全学的に導入されている「自己評価システム（アセスメンタ

ー）」を積極的に活用する。また、評価の信頼性・妥当性を高めるために、学生による自

己評価を各学年のゼミ授業内で取り組ませ、併せて学生に対して「自己覚知を促すリフレ

クション活動」をその都度行う。また、客観的な評価方法を確立するために効果的なツー

ル（ルーブリックなど）の積極的な活用を検討する。 
 
 
入学者の受入れに関する方針 
（公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html） 
（概要） 
こども教育学科は、教育・保育者を目指す学生に対して、必要な専門的な資質・能力の育

成を目指し、一人一人の子どもの心身の発達の段階や特性を考慮し、その家族背景なども

十分に理解して「教育及び援助を行うことができる実践力」を身に付けるとともに、教

育・保育者として「学び続ける」ことができる生涯学習の力を磨く基盤を形成することを

人材育成の目的としています。本学科での学修においては、よりよい社会（ともいき社

会）の実現に向けて探究しつづける意欲・態度を持つことができるよう、以下のような学

習経験を求めます。 
 
1. 高等学校卒業程度の「必履修教科・科目」を中核とした教科・科目の知識・技能を十分

に習得していること。 
 
幼稚園・小学校教員、保育士の養成を目指す本学科の学修ではこれまで知らなかった事柄

や考え方をたくさん学ぶことを求めます。大学受験の際に課せられる教科・科目に限ら

ず、高等学校で履修してきた各教科・科目において広く知識・技能を獲得してきた経験を

重視します。 
また、次の２でも、あげているように「言語活動」を重視しているため、「言語活動」と

深い関わりをもつ「国語」科に関する学習成果を特に重視します。 



  

 
2. 高等学校における「教科・科目」、「総合的な学習の時間」、「学校設定教科・科目」

などの学習において、自ら学習課題を設定し、創意工夫を行い、その課題の解決に取り組

んだ経験を説明できること。 
 
教員や保育士の職業的能力には、一人一人の子どもの心身の発達の段階や特性に応じた

「多面的な理解力」とともに、活動の状況や場面を考慮した「多面的な対応力」が求めら

れます。 
このために、本学科では、教育や保育に関わる多岐にわたる専門的な資質・能力を涵養す

るために、目的に沿った学習計画（時間割）を自ら作成し、ゼミ（演習）や卒業研究で

は、自らの問題意識や研究テーマに沿った探究・集約・発表といった学習に取り組まなけ

ればなりません。そのため、高校までの経験では、「教科・科目」、「総合的な学習の時

間」、「学校設定教科・科目」などの探究型学習において、自らの課題に対して推論を立

て、様々な角度から課題の解決の方法を考えたり、また、その取り組みの過程を振り返っ

てさらなる改善方法を見出したりするなど、自ら考え、正しく判断し、表現できるといっ

た豊かな経験を重視します。 
また、教育・保育には「子どもの心身の育成に関して、様々な人々と連携しながら取り組

む活動」といった特徴があるため、本学科では、他者との間で様々な事柄の意味を受け止

め、話し言葉や書き言葉を用いて伝達しあい、その内容を内省・理解する力を育成してい

ます。そのため、高校までの学習経験では、言語に関する関心や理解の深さ・言語に対す

る能力は、思考力・判断力・表現力等を育む重要な観点であるため、「言語活動」に関す

る学習成果を重視します。 
 
3. 高等学校の学習において、多くの仲間と協働しながら、各種課題の解決に主体的に取り

組んだ経験を説明できること。 
 
教員や保育士に必要とされる「学び続ける」力の育成には、解決に骨の折れる課題や正答

が一つに定まらない課題などに直面した場合に、その課題の解決を目指し積極的にねばり

強く取り組んでいく主体性が特に大切です。同時に、多くの仲間と協働しながら、また、

同じ仲間でも見方・考え方の異なる者も当然いるけれど、その協働活動の結果には妥当だ

と思う答え（妥当解）を設定できることが求められます。本学科では、小学校、幼稚園、

保育所、児童福祉施設でのインターンシップや実習などに、自発的・主体的に参加・参画

し、体験的に学ぶこと、また、アクティブ・ラーニングなどを取り入れた講義や演習に、

多くの仲間と共に積極的に参加・参画し、意欲を持って学習を進めていくことを重視して

います。 
高校までの経験では、「総合的な学習の時間」や「学校設定教科・科目」や「生徒会活動

や学校行事」はもちろんのこと、「部活動」、「ボランティア体験」、「就業体験・職場

体験」などにおいて、多様な能力や個性を持つ仲間と共に課題や活動に取り組んだ経験を

重視します。 
 

 
 
 
 
② 教育研究上の基本組織に関すること 

公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/faculty/index.html 

 
  



  

③ 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 
a.教員数（本務者） 
学部等の組織の名称 学長・ 

副学長 教授 准教授 講師 助教 助手 
その他 計 

－ 2 人 － 2 人 
総合社会学部 － 13 人 9 人 5 人 1 人 人 28 人 
臨床心理学部 － 13 人 3 人 6 人 2 人 人 24 人 
こども教育学部 － 7 人 9 人 2 人 人 人 18 人 
b.教員数（兼務者） 

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

人 170 人 170 人 
各教員の有する学位及び業績 

（教員データベース等） 公表方法：https://www.acoffice.jp/kbuhp/KgApp 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項） 
 
https://sites.google.com/po.kbu.ac.jp/kb-fd/ 

 
 
④ 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並

びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等 

学部等名 入学定員 
（a） 

入学者数 
（b） 

b/a 収容定員 
（c） 

在学生数 
（d） 

d/c 編入学 
定員 

編入学 
者数 

総合社会学部 200 人 210 人 105％ 804 897 人 111％ 2 人 4 人

臨床心理学部 150 人 177 人 118％      782 854 人 109％ 1 人 3 人

こども教育     

学部 90 人 104 人 116％ 180 203 人 113％ 0 人 0 人

合計 440 人 491 人 112％ 1766 1954 人 111％ 3 人 7 人

（備考） 

 

 

b.卒業者数、進学者数、就職者数 

学部等名 
 

卒業者数 進学者数 就職者数 
（自営業を含む。） その他 

総合社会学部 213 人

（100％）

4 人

（1.9％）

168 人

（78.9％）

41 人

（19.2％）

臨床心理学部 235 人

（100％）

27 人

（11.5％）

156 人

（66.4％）

52 人

（22.1％）

合計 
448 人

                    
（100％） 

32 人

（7.2％）

324 人

（72.3％）

92 人

（20.5％）

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 
(主な進学先：京都文教大学大学院、立命館大学大学院、鳴門教育大学大学院 
（主な就職先：京都府教育委員会、京都市教育委員会、滋賀県教育委員会、大阪市教育委員会、 
  宇治市役所、大和ハウス工業（株）、城東テクノ（株）、京都中央信用金庫、（株）村田製作所 



  

（備考） 

 

c.修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載事項） 

学部等名 
入学者数 修業年限期間内 

卒業者数 留年者数 中途退学者数 その他 

総合社会学部 人

250（100％）

人

206（ 82.1％）

人

22（ 8.8％）

人

22（ 8.8％）

人

0（   0％）

臨床心理学部 人

258（100％）

人

218（ 84.5％）

人

13（ 5.0％）

人

25（ 9.7％）

人

2（ 0.8％）

合計 人

508（100％）

人

424（83.5％）

人

35（ 7.1％） 49（ 9.6％）

人

2（ 0.4％）

（備考）入学者には編入学者含めず                                  

その他は 除籍者数               

 

 

⑤ 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
（概要） 

● シラバス 
○ https://sites.google.com/po.kbu.ac.jp/kyotobunkyosyllabus/ 

● シラバスハンドブック（授業担当者向けシラバス作成手引き） 
○ https://sites.google.com/po.kbu.ac.jp/kyotobunkyosyllabus/guideline 

● 履修要項・カリキュラム表 
○ https://sites.google.com/a/stu.kbu.ac.jp/kbu-risyuyoko/ 

 
 

 

⑥ 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関する

こと 
（概要） 
卒業に必要な修得単位は、各入学年度・学科ごとのカリキュラム表をもって公表・説明して

いる。（各カリキュラム表内、「卒業の要件」） 
 

● 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
○ https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/education_policy.html  

● 履修要項・カリキュラム表 
○ https://sites.google.com/a/stu.kbu.ac.jp/kbu-risyuyoko/  

 
 

学部名 学科名 卒業に必要となる 
単位数 

ＧＰＡ制度の採用 
（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 
（任意記載事項） 

総合社会学部 総合社会学科 124  単位 有 1 学期あたり 24 単位 

（年間 48 単位） 

  臨床心理学部 
臨床心理学科 124  単位 有 1 学期あたり 24 単位 

（年間 48 単位） 

教育福祉心理学科 124  単位 有 1 学期あたり 24 単位 

（年間 48 単位） 

 こども教育学部 こども教育学科 124  単位 有 1 学期あたり 24 単位 

（年間 48 単位） 



  

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 

公表方法：履修要項 2021 年度版 P. B-27 

https://drive.google.com/file/d/14BQz-

9_Q9b9O3ixOC0yTN1XAVi8xtM6S/view 

 

学生の学修状況に係る参考情報 
（任意記載事項）

公表方法：ファクトブック 2020 

https://drive.google.com/file/d/1pQWoudtSbxPnVPjX6gjyq

iYITg3dvlUh/view 

 
 

 

⑦ 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 
公表方法：https://www.kbu.ac.jp/kbu/intro/campusmap.html 

 

  



  

 

⑧ 授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 
学部名 学科名 授業料 

（年間） 入学金 その他 備考（任意記載事項） 

総合社会

学部／臨

床心理学

部／こども

教育学部 

 

総合社会

学科／臨

床心理学

科／教育

福祉学科

／こども教

育学科 

 

960,000 円 150,000 円

（2021 年度入学 

生初年度のみ）

300,000 円

（2020/2019 年度

入学生） 

360,000 円

（2018 年度以   

前入学生） 

240,000 円

教育充実費 

 

 

 

⑨ 大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関する

こと 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 
（概要） 
大学生活における学生への日常サポート体制としては、ゼミ担任教員による担任制度があ

り、授業やオフィスアワーを通して、教員が学生との相談を直接担当しています。特に 1 年

次生に対しては、まず大学生活に慣れるため、春学期の「初年次演習」で大学の授業の履修

方法や学習方法などに関する導入教育を行い、秋学期の専門「基礎演習（臨床心理学科はコ

ミュニケーションスキル演習）」（ゼミ）で 2 年次生以降の専門科目を学ぶ基礎を修得しま

す。2 年次生以上では、学科ごとに専門科目の「演習」（ゼミ）が設けられ、そのゼミを通

じてサポートを行います。昨年度に引き続き新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり、非

対面授業において、教員は丁寧にメールやオンラインシステムも駆使して、学生の学習上の

悩みなどの相談に応じています。 
（学内連携によるサポート） 
学生たちの学生生活全般に関するサポートを以下の部署で行っています。また状況に応じて

学内連携をとりながら問題解決を進めています。 
  〇学生相談室    〇健康管理センター  〇障害学生支援室    〇学生課 
就学上の問題や奨学金などの相談・受付事務を行っており、学生の課外活動のためのアドバ

イス、援助を行っています。また、保護者からの相談にも対応しています。 
 
 
 
b.進路選択に係る支援に関する取組 
（概要） 

 就職進路課と教職・保育福祉職サポートセンターを中心に下記の取り組みを行っています。 

 全学年を対象に進路・就職に関する面談を随時実行。3 年次のゼミ教員決定時の 4 月にゼミごとに

就職進路課の職員を担当設定。4 月から 1 月にかけて進路・就職ガイダンスを実施し、進路・就職を

考えるうえでの必要な情報を提供します。当該ガイダンスへの参加を促し、活動状況の把握に務めて

おります。10 月には全員を対象として面談を行い、志望進路や志望業界・業種・職種とそれに対する

準備状況を確認。4 年次でもゼミごとに就職進路課の職員を担当として割り当て、ゼミ担当教員とゼミ

生の情報共有を 4 月以降に行い、学生に対する進路・就職指導に活かしています。 

【大学院進学志望者】3 年次の 5 月より 10 月にかけて次のような内容のガイダンスを行っています。

①大学院入試の概要を知る。②自身の大学院進学志望理由を振り返る。③本学大学院生を招いて

受験勉強や院生の学びや生活について話しを聞く。④本学大学院修了生を複数招き、臨床心理士

として働く現場について知るとともに仕事のやり甲斐や苦労について伺うことで、臨床心理士の仕事

のイメージを形成する。⑤大学院入試対策に対応する各種講座を告知する。 



  

 

【公務員志望者】公務員プログラムを実施し、現職公務員を招き話を伺う等公務員の仕事イメージを

形成します。試験対策学習のために教室を開放するとともに、週 2 日はチューターを配置していま

す。公務員試験対策に対応する課外講座を開設します。 

【教員志望者】全学年に随時個人相談、3 年次の春学期には全員面談を行い、志望する自治体や準

備状況について確認します。採用試験対策に向けた特別講座（小論文・面接・教職教養・英検対策

など）や外部講師による突破講座を開設しています。試験対策学習のために教室を開放しています。 

【保育士志望者】進路・就職に関する個人相談を随時行い、対策への情報提供を行います。保育士と

して現場で必要な技術（手遊び・読み聞かせ・ピアノ）や指導案の書き方などの学習会を開催していま

す。 

【就職志望者】3 年次の春には応募生に限定した「就職塾」を運営し、自己分析・業界研究・ES 作成・

面接指導を行います。また全員へ案内する企画として、参加者へ夏のインターンシップ準備セミナ

ー、3 年次の秋以降は業界研究や自己分析を行うセミナーを実施、3 年次 2 月には就職活動直前セ

ミナーとして面接練習や履歴書添削を、加えて就活決起会として経営者による講演、企業・団体によ

る企業研究フェアを行います。3 年次の 3 月から 4 年次の 6 月にかけて学内で個別企業説明会を実

施します。 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 
（概要） 

○健康管理センターを中心に学生の健康状態を把握し、必要なサポートが行えるよう、学内連

携（学科、各部署）による身体面や心理面でのサポートや集団感染予防と感染拡大予防に取

り組んでいます。特に昨年度からの新型コロナウイルス感染症拡大防止にかかる取組とし

て、学生への注意喚起を発信するとともに、学生個々の健康状態を把握し、相談対応や指導

等必要なサポートを行っています。また、学期末振り返りアンケートをもとに睡眠リズムチ

ェックシートの配布なども行いました。 
○学生相談室では、心理的困難を抱えた学生を支援していくため、相談員の相談能力の向上及

び相談の質の担保に必要な対応として相談室内でのインテーク会議やカンファレンスを充実

させています。新型コロナウイルス感染症拡大防止にかかる取組として、対面面談に加え、

電話相談や WEB 面談も実施しています。 
○障害学生支援室では、サポートを求める当事者とともに配慮内容を決定することができるよ

う、障害学生支援委員会、学生課（障害学生支援室）がハブとなり学科や他部署と連携した

支援体制を構築しています。対面面談に加え、必要に応じ WEB 面談や電話相談を実施して

います。 
 

 

 

⑩ 教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 
公表方法：https://www.kbu.ac.jp/pub_info/univ/univ.html 

 



（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄について、該当する人数が1人以上10人以下の場合に
は、当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載すること。

学校コード F126310107671

学校名 京都文教大学

設置者名 学校法人　京都文教学園

支援対象者（家計急変
による者を除く）

内
訳

第Ⅰ区分

第Ⅱ区分

第Ⅲ区分

家計急変による
支援対象者（年間）

合計（年間）

前半期 後半期 年間

240人 229人 244人

30人

140人 143人

58人 56人

42人

－

（備考）

248人

本表において、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分とは、それぞれ大学等における修学の支
援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第１号、第２号、第３号
に掲げる区分をいう。

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生
認定の取消しを受けた者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたこ
とにより認定の取消しを受けた者の数

年間 0人

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当した
ことにより認定の取消しを受けた者の数



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）
の処分を受けたことにより認定の取消しを受けた者の数

退学 －

３月以上の停学 0人

年間計 －

0人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定
専攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科
を含む。）及び専門学校（修業年限が２年以下

のものに限る。）

年間 前半期 後半期

修業年限で卒業又は修
了できないことが確定

修得単位数が標準単位
数の５割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の５割以

下）

－

出席率が５割以下その
他学修意欲が著しく低

い状況
0人

「警告」の区分に連続
して該当

0人

計 －

（備考）

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業
成績が著しく不良であることについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認め
られず、遡って認定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含
む。）、高等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校

（修業年限が２年以下のものに限る。）

0人

（備考）



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定
専攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科
を含む。）及び専門学校（修業年限が２年以下

のものに限る。）

年間 前半期 後半期

年間計 0人

（備考）

計 25人

（備考）

修得単位数が標準単位
数の６割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の６割以

下）

ＧＰＡ等が下位４分の
１

25人

出席率が８割以下その
他学修意欲が低い状況

0人

0人

３月未満の停学

訓告 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨
学生認定の効力の停止を受けた者の数

停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定
の効力の停止を受けた者の数

0人


